
 

勧 告 説明図表番号 

(2) 民間団体等が実施する職業紹介事業等に対する支援及び指導 

 

【制度の概要】 

ア 民間団体等が実施する有料･無料の職業紹介事業に対する支援･指導 

  有料職業紹介事業を行おうとする者は安定法第 30 条により、無料職業紹介

事業（職業安定機関の行うものを除く。以下同じ。）を行おうとする者は同法

第 33 条により、原則、厚生労働大臣の許可を受けなければならないこととさ

れている。 

  民営職業紹介事業の平成 21 年度実績をみると、事業所数は１万 8,524 所あ

り、新規求職申込件数は 422万 4,882件、求人数は 221万 8,085件、就職件数

は 38万 7,228件であり、平成 17 年度に比べ、事業所数が 1.7倍、新規求職申

込件数が 2.7 倍、求人数が 0.9倍、就職件数が 1.1倍と増加している。 

  厚生労働省は、民営職業紹介事業者に対し、職業紹介事業における制度の周

知及び法令遵守を徹底するため、委託事業等により、①就職困難者を対象とし

た無料職業紹介事業を行う事業者等に対する研修の開催、②職業紹介事業者に

対する個別指導援助業務の実施、③新規許可事業者を対象にした事業の適正運

営等を徹底させるためのセミナーの開催等の支援策を講じている。 

  また、支援・協力通達により、地方公共団体からの委託を受けて就業支援を

実施する母子福祉団体等民間団体に対しては、その要望に応じ、電子媒体によ

り求人情報を提供することとされているが、地方公共団体の委託によらない民

営職業紹介事業者には、当該情報は提供されない仕組みとなっている。 

  なお、労働局及び安定所は民営職業紹介事業者による関係法令への違反を確

認した場合には、指導、助言、行政処分又は告発を行うこととされている。 

 

イ 民間求人広告に関する苦情の把握 

  求人情報の提供を業とする民間事業者（以下「求人情報提供事業者」という。）

による求人広告等の情報については、安定法第 42 条により「新聞、雑誌その

他の刊行物に掲載する広告、文書の掲出又は頒布その他厚生労働省令で定める

方法により労働者の募集を行う者は、労働者の適切な職業選択に資するため、

第五条の三第一項の規定により当該募集に係る従事すべき業務の内容等を明

示するに当たっては、当該募集に応じようとする労働者に誤解を生じさせるこ

とのないように平易な表現を用いる等その的確な表示に努めなければならな

い。」とされている。労働局及び安定所は、当該規定に抵触する求人情報を掲

載する求人情報提供事業者を把握した場合には、直接に是正指導する権限はな
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いが、必要に応じ法令遵守の協力を要請することとしている。 

  なお、求人広告等の掲載の依頼主である求人者については、安定法第 65 条

第８号により、「虚偽の広告をなし、又は虚偽の条件を呈示して、職業紹介、

労働者の募集若しくは労働者の供給を行った者又はこれらに従事した者」に該

当する場合、６月以下の懲役又は 30万円以下の罰金が課せられる。 

  また、対策法により原則禁止とされている年齢制限については、「労働者の

募集及び採用における年齢制限の禁止に係る取組等について」(平成 19年９月

28 日付け職発第 0928006 号職業安定局長通達)により、求人広告等に掲載され

た求人に係る対応として、求人広告等に掲載された求人に係る募集、面接又は

採用時の事業主の対応等に関して、求職者等から苦情の申出があった場合に

は、その事業主又は求人情報提供事業者の所在地を管轄する安定所が、事業主

に対し、資料の提出の要求等により事実確認を行うとともに、必要な助言、指

導又は勧告を行うこととされている。 

 

ウ 求人情報提供事業指導援助事業 

  厚生労働省は、労働力需給調整市場に適正かつ信頼できる求人情報を提供す

る観点から、求人情報誌等の求人広告掲載内容のチェックなどを内容とする、

求人情報提供事業指導援助事業を委託事業として実施している。 

  当該事業は、社団法人全国求人情報協会（以下「協会」という。）が、平成

21 年度までは随意契約（企画競争）により、22 年度からは一般競争入札を経

て受託（22 年度の委託費は 12,732,300 円）しており、同協会の会員企業（求

人情報提供事業者 60 社（平成 23 年 10月現在））等の求人情報提供事業者に係

る求人情報誌等のチェック、同事業者に対する指導のほか、啓発資料の作成・

配布を実施することとなっている。具体の事業内容としては、①非常勤の嘱託

職員４人（平成 22 年度）が求人広告チェック担当者として、求人情報誌（紙

媒体、インターネット）等を定期的に収集し、協会が求人情報提供事業者向け

に定めた求人広告倫理綱領や求人広告掲載基準に基づき、募集主の事業内容、

雇用形態、職種、勤務時間、給与等の項目について表示内容をチェックし、不

適正と認められる内容について個別指導を行うこと、②常勤の嘱託職員１名

（平成 22 年度）が相談担当者として、読者からの苦情相談に対応し、必要に

応じ、求人情報提供事業者に連絡するほか、相談事例集を作成して募集主に提

供することなどを実施するものとなっている。 
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【調査結果】 

ア 民間団体等が実施する職業紹介事業に対する労働局等の情報提供の実施状

況 

  調査対象とした 10 民営職業紹介事業者において、労働局又は安定所からの

情報の提供状況を調査したところ、労働市場に係る情報については労働局等の

ホームページや情報交換の場を通じて入手しており内容も十分とする事業者

が大半であったが、中には、次のとおり、職業訓練に係る情報提供を求める意

見がみられた。 

 

  ○ 北海道労働局のホームページ「ハローワーク札幌圏」の「統計情報」か

ら労働市場情報を入手しているが、母子家庭の母等のスキルアップにつな

げるため、公共職業訓練についての情報提供を望む。（社団法人札幌市母

子寡婦福祉連合会） 

 

  また、求人情報については、調査対象とした 10 民営職業紹介事業者のうち

９事業者が安定所の求人情報を活用（ハローワーク・インターネットサービス

が４事業者、安定所からの電子媒体による求人情報が４事業者、安定所の求人

情報誌（紙媒体）が３事業者（重複あり））しているが、次のとおり、提供内

容の充実・拡大等を望む意見がみられた。 

 ① 求職者が安定所からナースセンター（注）を紹介されて来所する場合はあ

るが、現状では、安定所の求人情報の提供は受けていない。安定所との連携

で相互に求人情報の提供ができると、求職者により多くの求人情報を提供す

ることができて望ましい。（社団法人埼玉県看護協会） 

  （注）ナースセンターは、看護師等の人材確保の促進に関する法律（平成４年法律第 86

号）に基づき、日本看護協会が厚生労働省から中央ナースセンターの、都道府県看護

協会が都道府県知事から都道府県ナースセンターの指定を受けて、無料職業紹介事業

を始めとする各種事業を運営している。 

 ② 近年、ナースセンターに係る厚生労働省の補助金が削減され、事業の運営

が厳しくなってきたことから、日本看護協会は、平成 23 年度を最後に中央

ナースセンターの指定を返上することを決定しており、無料職業紹介事業の

コンピュータシステム（e-ナースセンター）の運用業務も終了することとな

っている。 

   このため、ⅰ）無料職業紹介事業から撤退する可能性が大きくなってきて

いる（社団法人沖縄県看護協会）、ⅱ）e-ナースセンターの現在の契約が終

了する平成 24 年度以降、その代替措置として、ハローワーク・インターネ

ットサービスのホームページ機能に付加する形でナースセンターのページ
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を展開するなどの方法をとることができないかと考えている（社団法人埼玉

県看護協会）。 

 ③ より多くの求人を紹介することができるよう、安定所に設置されている求

人自己検索機の貸与を望む。（社団法人札幌市母子寡婦福祉連合会） 

 

イ 不適正な民間求人情報に係る苦情や広告の把握状況 

  今回、調査対象労働局における、不適正な民間求人情報に関する苦情や広告

の把握状況をみたところ、苦情を最も多く受け付けている東京労働局でも年間

22 件（平成 21 年度）であり、５労働局（長野、大阪、広島、香川、福岡）で

は、近年、実績がない又は１件程度となっている。 

  一方、沖縄労働局が、平成 22 年２月に発行された県内の主要求人情報誌を

対象に、掲載事業所 1,074か所における労働基準法や最低賃金法の遵守状況を

調査した結果によると、法定労働時間を超えているものや最低賃金に満たない

ものなど掲載内容が法定労働条件を下回っている疑いのある事業所が 460か所

（42.8％）と多数を占めていることが判明しており、同局は、求人情報誌各社

に対する是正要請を実施（22年３月）している。 

  また、協会における求人情報誌等の求人広告掲載内容のチェックや苦情相談

の実施状況をみても、次のとおり、年齢制限を含む不適正な広告が恒常的に掲

載されている状況となっている。 

 ① 平成 22 年度に 172 社 240 媒体に係る 142,615 件の求人広告の内容をチェ

ックした結果、賃金や勤務時間の表示がないなど協会が定める求人広告掲載

基準に抵触する不適正な記載が 11,057件(7.8％)みられた。 

 ② 平成 22 年度に読者から受け付けた求人広告の内容に関する苦情は、事業

内容、雇用形態、募集職種、賃金等の採用条件に係るものを中心として延べ

171 件みられた（相談を含めた総受付件数は 1,180件）。 

 

 （不適正な求人広告に対し是正措置等を講じている労働局等の例） 

  調査した労働局及び安定所の中には、前述の沖縄労働局のほか、不適正な求

人広告に対し積極的な是正措置や創意工夫を講じている労働局及び安定所と

して、次の例がみられた。 

 〔推奨事例〕 

   求人広告に係る苦情について、求人者名が明らかになっている場合には、

その事業所を管轄する安定所に通報し、当該安定所が指導を行っている。ま

た、求人情報提供事業者については、求人広告に複数の求人者の不適切な情

報が掲載されている場合などには、指導することとしている。（東京労働局） 
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〔推奨事例〕 

   管内で配布されている民間求人情報誌を必ずチェックし、求人情報誌と求

人票の採用条件を突合し、賃金情報が異なっていた求人票の記載内容を是正

させるとともに（平成 21年度１件）、安定所に求人申込みを行っていない事

業所がある場合には、求人開拓の情報源として活用し、接触した半数程度の

事業所から求人申込みを得ている。（観音寺安定所） 

 

ウ 不適正な民間求人広告の情報共有及び求人情報の適正化 

  厚生労働省は、求人情報提供事業指導援助事業の委託先の公募に当たり仕様

書を提示し、また、委託先と委託契約書を取り交わしている。これらの書面に

は、協会から厚生労働省に対して行う受託事業に係る年度実施結果報告（平成

23年度から四半期ごとの報告に変更）について規定されているが、報告内容は

苦情、相談や類型別の指摘等件数などの実績にとどまり、指摘に係る具体の企

業名や内容は報告することとなっていない。 

  また、協会と労働局又は安定所との連携状況をみても、協会から労働局又は

安定所に啓発資料を送付している実績はあるが、協会が把握した苦情等につい

て、情報の信ぴょう性に欠けるものが含まれているなどとして、苦情等に係る

求人者名、求人情報提供事業者名及び具体の指摘内容は労働局又は安定所に情

報提供していない。 

  協会が把握した不適切な求人広告に係る求人者や求人情報提供事業者の情

報を踏まえ、労働局又は安定所が指導等を行うことが可能となれば、前述の沖

縄労働局や観音寺安定所における取組のような、民間求人広告や安定所が提供

する求人情報の適正化などの効果が期待できる。 

 
 
【所見】 

  したがって、厚生労働省は、無料職業紹介事業を実施する民間団体等におけ

る円滑かつ効果的な適格紹介を確保するとともに、求職者が適正かつ信頼でき

る求人情報の提供を受けられるようにする観点から、次の措置を講ずる必要が

ある。 
 ① 無料職業紹介事業を実施する民間団体等に提供する求人情報等の提供内

容の充実・拡大を図るとともに、提供した求人情報の充足状況等についても、

情報提供先において必要に応じ、活用できるような措置を講じるよう安定所

を指導すること。 

 ② 求人情報提供事業指導援助事業の委託契約内容を見直し、受託事業者が把

握した不適正な民間求人広告及びこれに関する苦情の個別具体的な内容を
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関係労働局等に回報する仕組みとすること。 

 ③ ②の受託事業者から報告された情報と併せ、労働局等が独自に把握した不

適正な民間求人広告や苦情を踏まえ、求人者に対する指導を積極的に実施す

るとともに、可能な限り求人情報提供事業者に対する法令遵守の協力依頼を

するよう労働局等を指導すること。 
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図表Ⅱ-2-(2)-① 求人広告に関する規程 

○ 職業安定法 

 
（募集内容の的確な表示） 

第四十二条 新聞、雑誌その他の刊行物に掲載する広告、文書の掲出又は頒布その他厚

生労働省令で定める方法により労働者の募集を行う者は、労働者の適切な職業選択に

資するため、第五条の三第一項の規定により当該募集に係る従事すべき業務の内容等

を明示するに当たっては、当該募集に応じようとする労働者に誤解を生じさせること

のないように平易な表現を用いる等その的確な表示に努めなければならない。 

 

第六十五条 次の各号のいずれかに該当する者は、これを６月以下の懲役又は 30万円以

下の罰金に処する。 

 一～七 略 

 八 虚偽の広告をなし、又は虚偽の条件を呈示して、職業紹介、労働者の募集若しく

は労働者の供給を行った者又はこれらに従事した者 

 

○ 「労働者の募集及び採用における年齢制限の禁止に係る取組等について」(平成 19

年９月 28日付け職発第 0928006号職業安定局長通達)〈抜粋〉 

 

第５ 

  ４ 助言、指導又は勧告 

(1)、(2) 略  

(3) 職業紹介事業者の求人や求人広告等に掲載された求人に係る求職者等から

の申し出、職業紹介事業者からの情報提供等に係る助言、指導又は勧告 

   ア 職業紹介事業者の求人や求人広告等に掲載された求人に係る求職者等か

らの申し出に基づく助言、指導又は勧告 

職業紹介事業者の求人や求人広告等に掲載された求人に係る募集、面接又

は採用時の事業主の対応等に関する求職者等から違法な年齢制限が行われ

ているとの申し出があった場合においては、上記３の資料の提出の要求等に

より事実確認を行い、当該事実が確認された場合には、上記(2)のア及びイ

（※）により事業主に対し、必要な助言、指導又は勧告を行うこと。 

※ 上記(2)のア及びイ：助言は、原則口頭により行い、繰り返しの助言や指導にもか

かわらず是正の意思が確認できない場合には、勧告書を交付する等 
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図表Ⅱ-2-(2)-② 求人広告掲載基準（社団法人全国求人情報協会）（抜粋） 

【事前確認項目】 
Ⅰ～Ⅴ（略） 
Ⅵ．以下に掲げるものは、掲載を差し控えなければならない。 
１ 事業の内容または募集の内容が法令に抵触するもの、またはそのおそれがあると認

められるもの 
２ 基本的人権の侵害、就職差別を助長し、均等な雇用機会を損なうもの、またはその

おそれがあると認められるもの 
３ 社会倫理または社会秩序に反すると認められるもの 
① いわゆる悪徳商法等の社会的に指弾を受けるような事業を行う求人企業・事業主

等からの募集 
② 風俗営業関係事業からの募集であって、風紀上好ましくないもの 

４ 読者・ユーザーに不利益を与えるもの、またはそのおそれがあると認められるもの 
① 応募者を集めるために、予め提供する意思のない労働条件を表示するもの 
② 求人企業・事業主の所在や実態、その事業内容等、募集にかかる掲載項目の内容

が判然としないもの 
③ 応募者に対し、商品、材料、器具等の購入や講習会費、登録料等の納入、金銭に

よる出費や特定の教育施設等における経費を伴う受講等の経済的な負担を不当に要

求し、もしくはそそのかし、またはそのおそれがあるもの 
５～６（略） 
 
【募集条件表示基準】 
Ⅰ（略） 
Ⅱ 
掲載明示項目 
１ 求人企業・事業主の正式名称（社名等）および所在地 
２ 事業の内容 
３ 募集雇用形態（雇用期間の定めの有無がわかること） 
４ 職種名または職務内容 
５ 応募資格（必要に応じて学歴、経験、公的資格等） 
６ 勤務時間 
７ 賃金（採用時に一律に支払われる最低支給額） 
８ 就業の場所 
９ 応募方法（応募のための電話番号等連絡手段。その他必要に応じて担当者名、必要

な書類、面接、選考の場所等） 
10 採用時と本採用後とで雇用形態や賃金等の条件が異なる場合は、本採用までの期間

と条件 
（後略） 
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図表Ⅱ-2-(2)-③ 労働局における民間求人広告に係る苦情等の把握状況

区分 苦情の把握状況又は未把握理由

北海道労働局 平成22年度（４月～12月）に10件の苦情を受付

宮城労働局 （東日本大震災のため、調査未了）

東京労働局

苦情の受付件数は、19年度３件（確認できる範囲内）、20年度５件、21年度22件あ
る。求人広告の苦情について求人者名が明らかになっている場合には、その事業所を管
轄する安定所に通報し、当該安定所が指導を行う。また、求人情報提供事業者について
は、同一の求人広告に複数の不適切な情報が掲載されている場合などには、是正要請す
ることとしている。

埼玉労働局
平成22年度（４月～２月）に５件の苦情を受付。求人情報の提供と職業紹介との区別が
難しいことも多く、情報の提供であれば必要な情報をすべて掲載しなくても差支えな
い。

長野労働局
特に不適切な民間求人情報の把握に努めてはいないが、新聞社等から求人広告を掲載す
る際、掲載の適否についての照会がある都度対応している。

愛知労働局 平成20年度以降、８件の苦情を受付

大阪労働局 最近１年では苦情実績なし

広島労働局 平成19年度以降、１件の苦情を受付

香川労働局 最近では苦情受付の実績なし。申出がある場合には所轄安定所に連絡し、対応を指示

福岡労働局 平成22年度に求人事業主に対する苦情１件あり、所轄所に確認と指導を依頼

沖縄労働局
苦情を受けた場合、ハローワークで処理せず、労働局において、個別労働紛争解決制度
に基づく個別労働相談として対応

（注）当省の調査結果による。
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図表Ⅱ-2-(2)-④ 求人情報誌における求人募集内容について法定労働条件との適合性を

確認している労働局の例 

労働局名 取組内容 

沖縄労働局 
 
 
 
 
 
 
 
 

（内容） 

沖縄労働局は、県内の主要求人情報誌（平成 22 年２月第１週発行）を対

象に、労働基準法及び最低賃金法と求人条件との整合性を調査した。その結

果、調査対象求人情報誌における掲載事業場 1,074か所のうち、法令労働時

間を超えているものや最低賃金に満たないものなど掲載内容が法定労働条

件を下回っている疑いのある事業場が 460か所（42.8％）を占めることが判

明した。このため、同局では、県内主要求人情報誌各社に対して、適切な求

人情報の掲載に努めてもらうよう、平成 22年３月 11日付けで同労働局長が

要請を行った。 

 

（経緯） 

沖縄県は求人の絶対数が少なく（平成 21年度有効求人倍率 0.28）、求人

の総量確保が課題であるため、以前の沖縄県のハローワークでは、求人条

件が法定労働条件を下回っている疑いのある求人であっても、早期に是正

するよう指導をするだけで、当該求人を受理していたという状況があっ

た。 

しかし、平成 21年度に、現在の沖縄労働局長から、「求人の絶対量が少

ないのであれば、総量確保のための取組だけではなく、その少ない求人の

質を高めていくことが必要であり、それがマッチングの向上にもつながっ

ていく」との方針が示され、それ以降、管内のハローワークでは、求人受

理時の法定労働条件の確認の厳格化を図ることとなった。 

求人情報誌の求人募集内容についての確認はこの一環として、３月の

「労働条件明示・書面交付強化月間」に合わせて実施したもの。 
（注）当省の調査結果による。 

- 214 -



- 215 -

000260
タイプライターテキスト

000260
タイプライターテキスト

000260
タイプライターテキスト

000260
タイプライターテキスト

010529
タイプライターテキスト
図表Ⅱ-2-(2)-⑤　求人メディアへの要請文



図
表
Ⅱ
-
2
-
(
2
)
-
⑥

求
人

情
報

提
供

事
業

指
導

援
助

事
業

の
実

施
結

果
（

平
成

2
2
年

度
）

（
単
位
：
件
）

対
象

社
数

1
7
2

対
象

媒
体

数
2
4
0

対
象

広
告

件
数

1
4
2
,
6
1
5

(
1
0
0
.
0
)

1
1
,
0
5
7

(
7
.
8
)

①
賃
金

の
記

載
が

な
い

も
の

、
最

低
額

と
み
な
せ
な
い
も
の

5
,
0
6
5

②
勤
務

時
間

の
時

間
帯

も
し

く
は

実
働

時
間
が
な
い
も
の

3
,
8
1
6

③
募
集

職
種

名
ま

た
は

職
務

内
容

が
均

等
法
に
抵
触
す
る
と
思
わ
れ
る
も
の

1
,
7
9
3

④
雇
用

形
態

が
不

明
瞭

な
も

の
、

記
載

が
な
い
も
の

3
7
4

⑤
応
募

書
類

と
し

て
不

適
切

と
思

わ
れ

る
も
の

5

⑥
事
業

内
容

が
性

風
俗

と
思

わ
れ

る
も

の
3

⑦
就
業

場
所

の
表

示
が

な
い

も
の

1

計
2
0
,
4
1
0

①
1
2
,
9
3
6

②
6
,
1
0
7

③
1
,
1
7
2

④
1
9
5

計
1
,
1
8
0

求
人

広
告
掲
載
内
容
の
チ
ェ
ッ
ク
状
況

疑
わ

し
い

も
の

（
参

考
）

①
年

齢
制

限
②

応
募

（
身

分
証

明
や

不
適

切
な

表
現

）
③

雇
用

形
態

（
派

遣
が

区
別

で
き

な
い

も
の

）
④

事
業

内
容

（
ピ

ン
ク

系
、

内
職

商
法

、
出

会
い
系
な
ど
の
疑
い
）

内
訳

（
注

）
１

社
団

法
人

全
国

求
人

情
報

協
会

か
ら

の
提

出
資

料
に

基
づ

き
当

省
が

作
成

し
た

。
２

不
適

正
件

数
欄

の
（

）
内

は
、

対
象

広
告

件
数

に
対

す
る

割
合

で
あ

る
。

う
ち

、
不

適
正
件

数

求
人
広
告
チ
ェ
ッ

ク
担
当
者

４
名

（
非
常
勤
嘱
託
）

実
施

体
制

苦
情
相
談
の
受
付
状
況

主
任
相
談
員
１
名
（
常
勤
嘱
託
）

苦
情
件
数

1
7
1

相
談
件
数

1
,
0
0
9

- 216 -



図表Ⅱ-2-(2)-⑦ 民間求人情報誌における求人条件をチェックし、求人票の記載内容との

整合性を図っている安定所の例 

安定所名 取組内容 

観音寺安定所 
 
 
 
 
 
 
 
 

観音寺安定所では、管内で配布されている民間求人情報誌（３誌）を

必ずチェックし、求人情報誌と求人票の求人条件に相違がある場合には

必要な是正措置を講ずることとしている。この結果、平成 21 年度以降

では、民間求人情報誌と求人票の求人条件（賃金）が異なっていた案件

について、求人票に記載されている賃金を求人情報誌の記載金額に合わ

せて増額修正した例が１件みられる。 

なお、同所では、民間求人情報誌に掲載がありながら、安定所に求人

申込みを行っていない事業所の求人開拓にもつなげており、接触した半

数程度の事業所に求人票を提出してもらっているとしている。 
（注）当省の調査結果による。 
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図表Ⅱ-2-(2)-⑨
求人情報提供事業指導援助事業の実施結果
（平成22年）
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